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新竹バイオメディカルサイエンスパーク

【 今 月 の ト ピ ッ ク ス 】

　台湾行政院の発表によると、新竹高速鉄道特定区の産業専用区画38.3ヘクタールを利用して「新竹バイオメ

ディカルサイエンスパーク」を開設し、癌、心臓血管疾病、ワクチン、新種の病気、医療機材とバイオ・医学・光学

等の関連領域を発展させる。これにより、台湾でバイオ医学の集積効果が期待されている。
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バイオメディカルサイエンスパークの概要

　2月末に新竹バイオメディカルサイエンスパー

クにおいてモニュメント設置のセレモニーが開催

された。正式な工事は早くとも 2005年にスタート

し、2006年末に病院部分の工事が完了する予定で

ある。このバイオパークは癌、心臓血管疾病、ワ

クチンをはじめ、「遺伝子医学とファンクショナル・

ジェノミックス（Functional Genomics）」、「遺伝

子治療」、「ナノバイオテクノロジーとナノ治療」等、

今後発展が期待される最新分野についても研究開

発の準備を行う。パーク内には医学研究センター

を建設し、併せて産・官・学のリソースを共有し

た研究開発用の実験施設を設けることで、今後の

医療とバイオテクノロジーの共同研究開発を推し

進める中心施設となることが期待されている。

　新竹バイオメディカルサイエンスパークの用地

予算は、83億 33百万新台湾ドルに上る。医学セ

ンター地区、研究開発育成地区、公共施設等を含

む園区の開発総費用は、133億新台湾ドルに上り、

教育部（台湾大学病院）、衛生署、中央研究院、国

家科学委員会、経済部、ならびに関係大学、研究

単位と民間開発会社がその調達に当たる。

　新竹バイオメディカルサイエンスパークは、行

政院国家科学委員会と台湾大学病院とが主導する。

高速鉄道の 5駅に設けられた特定区の中で、最も

早期に建設計画が策定され、着手されたのも最も

早いプロジェクトである。地方政府も全面的な支

持と推進の役割を果たしている。

民間投資の導入と将来の展望

　今後の新竹バイオメディカルサイエンスパークは、

政府と民間の共同投資で運営管理を推進する。そ
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新竹バイオメディカルサイエンスパーク

【 今 月 の ト ピ ッ ク ス 】

の中で、政府の代表として、国家科学委員会と台

湾大学付属病院等が、初期投資の規模となる約 90

億新台湾ドルを負担する。その他、将来はバイオ

テクノロジー企業の入居が期待されている。すで

に日本やヨーロッパ等の投資家も新竹バイオパー

クには大きな関心を表明しており、現在、政府は

国内外の投資家による民間投資を積極的に検討し

ている。

　台湾大学付属病院が新竹バイオパーク計画の主

導的役割を果たしているものの、将来は台湾大学

以外にも、交通大学・清華大学及び陽明大学等の

大学にも開発チームに加入してもらい、バイオエ

レクトロニクス、バイオインフォメーション、バ

イオマシン、バイオテクノロジー等を結合させる

ことで、台湾の健康産業の発展を促す。

　新竹バイオメディカルサイエンスパークの周辺

には、多くの台湾国内有名大学や専門学院等が相

次いでバイオ医学関連学部の創設を続けており、パー

ク内に優秀な人材を提供できる。更に、台湾の工

業技術研究院、国家衛生院等の研究機関もまたバ

イオと医学の領域に跨った研究を行っており、将

来のバイオパークの研究に関連する資源や情報が

有効的に統合されることが期待される。台湾政府は、

今後、新竹バイオパークが、新竹地域周辺のハイ

テク技術産業と結び付いて、業界の統合と産業集

積の効果が発揮されることを期待している。

出所）NRI整理

開発済面積605ha。園区内では研究開発の態勢が整ってお
り、IC産業関連の研究開発費用は277億元に上る。バイオテク
ノロジー関連産業の研究開発比率は26％。園区内の研究員数
は1万人を超える。

面積約177.92haの総合工業区である。電子機材、金属製品と
機械設備製造業が主な産業。本工業区は、新竹科学園区との
関連が深く、製品パッケージング業務等の労働集約型の産業
が多い。

面積約20ha。統一性をもった工業区。各工場の規模は、竹北、
竹東、湖口や新豊には及ばない。食品製造業、紡績業、縫製・服
飾製造業とゴム製品製造業が主な産業。

機械設備及び電子機械・機材製造業の成長が早い。食品製造
業は衰勢が濃い。

面積483ha。統一性を持った工業区。開発初期は、製薬業、伝
統産業のパーツ工場等が多かったが、現在は、金属機械、電
子、プラスチック加工業が主体となり、最近はハイテク工業
区への転換を遂げつつある。

非金属鉱物製品の製造が主体。

サイエンスパークに隣接し、徐々に発展を遂げている。

( 表一 ) 新竹地区研究施設の概要

産業概況区位

新竹県寶山郷

新竹県竹北市

新竹県新埔鎮

新竹県新豊郷

新竹県湖口郷

新竹県竹東鎮

新竹県竹東鎮

名称

新竹科学園区

竹北工業区

新埔工業区

新豊工業区

新竹工業区
新竹拡大

（湖口）工業区

竹東工業区

竹東（二重、三重）
工業区

計画分類

都市計画
地区

都市計画
地区

非都市
土地

都市計画
地区

竹
東
地
区

竹
北
地
区

新
竹
地
区

地区
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飛 躍 す る 台 湾 産 業

台湾の通信産業（2）

　世界的なブロードバンドネットワークと無線LAN（WLAN）市場が持続的な成長を続けるなかで、台湾の
情報通信産業は品質・製造コスト面での高い競争力を誇り、台湾企業はインターネット関連製品の国際市
場において、非常に優勢な地位を占めている。台湾の通信機器産業は、家庭用端末設備（電話機、FAXやアナ
ログモデムなど）から始まり、ＬＡＮ製品（インターネットカード、集線器、交換器、SOHOルーター等）、ブ
ロードバンド機器（xDSL、モデム、IP　DSLAM等）へと発展をとげている。旧来の有線通信設備製造業も、
積極的に関連商品を開拓し、インターネット関連の多様な製品を扱うようになっている。台湾の通信設備
各社は、WLAN、DSLやCable等のブロードバンド市場に積極的な展開をし、一方、ブロードバンド通信業者
もWLAN市場への参入を重要な戦略の一つと捕らえている。今回は、台湾のインターネット関連企業のうち、
合勤科技（ZyXEL）、建漢科技（Cyber TAN）、友訊科技（D-Link）の3社を紹介する。

合勤科技 
各種技術・商品を統合し�
多様なソリューションを提供
　合勤科技は 1989年設立、当初は自社ブランド商

品「ZyXEL」の販売を行っていたが、インターネッ

ト通信産業の急速な変化への適応を繰り返し、主

力の商品も初期のモデムから、ISDN用ターミナル

アダプター、ルーター、現在のブロードバンド接

続設備へと変化、世界の小型ルーター市場で商品

構成のもっとも整ったメーカーの一つとなっている。

ここ数年、ヨーロッパのルーター市場での同社シェ

アは、シスコ（CISCO）に次いで安定的に2位を確保、

世界市場でのシェアも常に 3位以内に入っている。

中でもDSLルーターは世界 1位となっている。

　合勤科技の現在の製品は、売上の 80％を占める

OBM（自社ブランド）商品を主力とし、残る 20％

は電信会社向けODM商品の売上となっている。販

売先は、ヨーロッパ市場が最大で約 55％、次いでア

ジア 30％、米国市場約 15％となっている。主要な

製品内訳は順に、xDSLブロードバンド製品 50％、

ブロードバンド交換器30％、無線ブロードバンド8％、

ファイヤーウォール 7％、ISDNルーター 5％等。合

勤科技は有線通信ソリューションの他、無線通信分

野にも進出しており、電信業者、ISP業者、各国政府・

銀行や各種企業、SOHO等が顧客となっている。

　合勤科技の企業文化の核心は「クリエイティブ・

マインド」で、インターネット接続関連設備メーカー

でありながら、研究開発投資にも大きな考慮を払っ

ている。開発技術者は全技術者の 31％に達し、毎

年売上高の 5％が研究開発費に投入されている。合

勤科技は、これまでに開発してきた様々な商品構成、

ソフトの開発及び累積技術を活用し、今後、広域ネッ

トワークと域内ネットワーク製品を統合し、より

多様で効率的なソリューションを提供することを

考えている。今後の開発においては、ネットワー

ク（IP Routing）、無線LAN及びLAN、ブロード

バンド接続、ネットワークセキュリティ（IP Tool）

等の統合を大きな方向性に定めている。

建漢科技
デジタルホーム（Home Networking）を
全発展の主軸に
　無線LAN（WLAN）とルータ（Router）一体化

の趨勢から、1998年の設立で台湾最大の SOHO

Routerメーカーである建漢科技は、2002年に無線

設備大手メーカーの宇太網訊を合併し、台湾の３

大インターネット設備メーカーの１社となっている。

同社の拠点には500名を越す台湾人スタッフを抱え、
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うち、研究開発に従事する高級技術者だけで 200

名に達する。

　現在、台湾新竹の本社の他、湖口（新竹県）工

場を持つほか、中国大陸にも、同社の 85％の生産

能力を誇る東莞工場、広州の研究開発チームを有

する。また大陸市場の発展に備え、近く北京オフィ

スを開設し、来年には上海に研究開発と生産の機

能を併せ持つオペレーションセンターを設立する。

建漢科技は、無線 /無線ブロードバンド /ADSL

無線/VPN/Firewallルータ、無線CPE、無線AP、

イーサネットカード等の LANとWANの一体化に

関連した一連の商品を主要な販売品目としている。

同社の世界市場シェアは SOHO Routerで 38％、

SOHO WLANで 26％に上る。同社の中心顧客は

海外OEM/ODM委託先メーカーであるため、主

な製品販売地域も国外となり、内 80％近くが北米

向けである。ODM先のブランドによってではあ

るが、北米の SOHO ブロードバンドRouter市場

の 50％を占め、市場占有率は第 1位。日本を主と

するアジア市場では 12％、欧州では 9％の市場占

有率を誇る。

　同社は、デジタルホーム（Home Networking）

を今後の発展の主軸とし、家庭のインターネット

経路（Home PC Networks）と、家庭用娯楽機

器（TV, DVD player 等CE商品）、家庭用コント

ロール機器（Energy, AC,　Security）等を連携

させ、Wireless communicationsによるデジタル

ホームの実現を目標としている。

友訊科技
設計と製造業務を分離して、
ブランド強化に注力
　同社は1987年に設立、当時から自社ブランド「D-

Link」で世界のインターネット関連商品市場に参

入。台湾のインターネット設備関連企業の中で最

も早期に上場を果たした。現在「D-Link」ブラ

ンドは、世界 42カ国で販売され、世界中に 87の

オフィスを構える。米国を除くと世界最大のイン

ターネットブランド。

　友訊科技はグローバル市場を 4つの区域に分け

ている。北米市場が最も多く 39％、アジア地区が

それに次ぎ 22％、大中華地区が 17％をしめる。

取り扱い製品構成は関連分野の大勢をカバーし、

最主力商品である無線 LAN製品が約 34％、次い

でブロードバンド製品、交換器が各 24％、23％、

その他は家庭用インターネット設備、ファイヤー

ウォール等のセキュリティ関連商品となっている。

D-Linkの無線 LAN製品は世界第 2位にランクさ

れ、ハイスピード交換器は世界第 1位。

　2003年の友訊科技の自社ブランド製品及び委

託加工（OEM等）の売上比率は、それぞれ 72％

と 28％。2004年 1月 1日より自社ブランドから

委託加工部門を分社し、研究開発及び製造・サー

ビスを行う明泰（Alpha）社を設立した。同社は、

極力、友訊科技社の色彩を薄め、一層の委託加工

契約獲得を目指す。分社後の友訊科技社は、自社

ブランド経営に専念し、今後、より弾力的な部品

調達を行う計画。

　同社は十数年前に既に日本市場の開拓に着手し、

現在はOEMを主としている。分社後は、D-Link

のブランド名で日本の消費マーケットへ算入する

ことを望んでいる。まずデジタル家電（デジタル

カメラやビデオ等）・無線 LAN・無線ブロードバ

ンド・家庭用ルーター（SOHO　Router）等の商

品で日本市場を開拓する。現在、日本国内での代

理店を探しており、パートナーと共に日本市場で

自社ブランドの確立を目論んでいる。
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台 湾 進 出 ガ イ ド

日本側主要資格

システムアナリスト

ソフトウェア開発技術者

アプリケーションエンジニア

テクニカルエンジニア（ネットワーク）

テクニカルエンジニア（データベース）

プロジェクトマネージャー

基本情報技術者

初級システムアドミニストレーター

台湾側主要資格

システム分析

ソフトウェア設計

情報セキュリティー

ネットワーク

データベース開発 (3 類 )

プロジェクト管理

エンベデットシステム

e ラーニング

デジタルコンテンツ

　(財)資訊工業策進会は昨年12月2日、日本の(財)日本情報処理開発協会（現在、独立行政法人 情報処理推

進機構に組織変更）との間で、IT技術者試験の相互認証に関する覚書（MOU）に調印した。これにより2002

年に新設された台湾のIT技術者試験であるITE（Information Technology Expert）の「ソフトウェア設計」と、

日本の情報処理技術者試験の「ソフトウェア開発技術者」のスキルが同等であると確認された。

　(財)資訊工業策進会及びITEの実施機関である(財)中華民国電脳技能基金会は、今後も更に多くの試験

項目に関して台日の相互認証が実現できるよう、日本側と交渉を続けていく予定である。

日本と台湾の IT技術者試験に関する相互認証

日本とアジア各国間の相互認証の締結状況

MOU 締結

(出所)独立行政法人 情報処理推進機構
寄稿：(財)中華民国電脳技能基金会
　　　副秘書長　蕭佳賓

中国（2002 年 1 月）
（電子教育センター ）

台湾（2003 年 12 月）
（資訊工業策進会：III）

フィリピン（2002 年 4 月）
（フィリピン－日本情報技術標準試験財団 
：JIITSE-Phil Foundation)

シンガポール（2001 年 8 月）
（シンガポールコンピュータ協会：SCS）

インド（2001 年 2 月）
（電子省コンピュータコース認定協会 
：DOEACC）

ミャンマー（2002 年 11 月）
（ミャンマーコンピュータ連盟 ：MCF）

タイ（2002 年 6 月）
（国立電子コンピュータ技術センター 
：NECTEC）

ヴェトナム（2002 年 7 月）
( ベトナム情報技術試験訓練支援センター
 ：VITEC)

韓国（2001 年 12 月）
（韓国産業人力公団：HRD Korea ）
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　台湾でモスバーガー(台湾名：摩斯漢堡)チェーンを展開する

安心食品服務(股)は、(株)モスフードサービスと台湾の大手電機

メーカーである東元電機グループの合弁会社として、1990年に

設立された。ここ数年、台北を中心に新規出店を加速させており、

2004年4月現在、直営形式で合計80店のモスバーガーを展開し

ている。今回は台湾駐在が8年となる安心食品服務の福光昭夫副

総経理に、当社の台湾進出の背景や多店舗展開の現状などにつ

いてお話をうかがった。

東元電機グループと合弁で台湾に進出

　安心食品服務(股)は、(株)モスフードサービスと

台湾の大手電機メーカーである東元電機グループの

合弁会社として、1990年に設立しました。1991年

には台北県樹林に食材加工を担当するモスフード・

インダストリーを設立しています。現在、社員数は

正社員が約 300名、アルバイトが約 1,000名です。

私は 1992年から 2年半台湾に、その後 3年半上海

に駐在した後、1999年から再び台湾に駐在しており、

台湾における駐在は 8年目になります。

　東元電機グループとの合弁で台湾に進出したのは、

モスバーガーの創業者の故櫻田慧と東元電機総裁の

黄茂雄氏との間に個人的なつながりがあったことが

きっかけです。出資比率は約 3：7で東元電機側が

マジョリティーですが、先方にはモスバーガーの理

念を尊重していただいており、合弁はうまく行って

います。東元電機グループはロイヤルホストとも提

携しており、1Fがモスバーガー、2Fがロイヤルホ

ストという複合店を、既に台北に 2店舗開設してい

ます。

台北を中心に80店のモスバーガーを展開

　現在、台湾では台北を中心に合計80店のモスバー

ガーを展開しています。これまで主に台北地域に出

店してきたのは、まず台北を中心に台湾でのモスバー

ガーの認知度を高めていきたいと考えたからです。

また中南部は北部に比べて消費力が落ちること、物

流や管理が難しいことも、北部中心に店舗展開をし

てきた原因です。しかし、2年前からは台中や台南

など中南部の地域にも本格的に出店を開始しました。

　立地開発に関しては、台湾の状況は日本とは大分

異なるため、当初はとても苦労しました。通常、日

本の商圏は駅周辺に広がっていますが、バイクによ

る移動が中心の台湾では商圏が大きく、集客力のあ

る場所は分散しています。そこで台湾での立地に関

しては、車やバイクで移動した時に発見できる「注

視性」を重視しています。またかつては日本と同様、

路地裏の小型店舗 (20-30坪 )を中心としたいわば「路

地裏戦略」を採用していましたが、現在は台湾では

40-60坪規模の店舗の出店が主流となっています。

　台湾での出店はこれまですべて直営形式で、フラ

安心食品服務(股)
福光昭夫副総経理
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ンチャイズはありません。日本では合計 1,500店舗

のうち 9割がフランチャイズですが、台湾では今後

も直営でいきたいと考えています。また将来フラン

チャイズを行う場合でも、従業員への「のれん分け」

のような形での展開を想定しています。

｢焼肉ライスバーガーのモスバーガー｣として定着

　台湾での商品構成の特徴として、ライスバーガー

を充実させていることが挙げられます。日本ではラ

イスバーガーは 3種類しか販売しておらず、売上全

体に占める比率も４%程度ですが、台湾では 6種

類 (海鮮かきあげ、きんぴら、しょうが焼き、焼肉、

えび、こんにゃく )を販売しており、売上全体の約

23%を占めます。特に焼肉ライスバーガーは大変

好評で、「モスバーガーと言えば焼肉ライスバーガー」

として台湾の消費者に定着しつつあります。

　モスバーガーは「食を通じて人を幸せにすること」

を企業ポリシーとしており、台湾でも、「おいしさ」、

「安心」、「安全」、「健康」にこだわった商品を提供

しています。例えば、一般のファストフードで使用

される野菜は、工場でまとめて洗い、真空パックし

たものを各店舗に配送していることが多いのですが、

モスバーガーでは野菜は店で一つひとつ洗っていま

す。もちろん、それだけ手間がかかりますが、真空

パックのレタスなどと比べると、新鮮でシャキッと

した食感の差は歴然としています。

　またお客様に出来たての一番おいしい状態で商

品を召し上がっていただくために、商品は作り置

きしないで注文を受けてから作る「アフターオーダー」

方式もモスバーガーの特徴です。その他、清潔な

厨房で調理していることをお客様に見ていただく

ため、各店舗の厨房はすべてオープンキッチンに

しています。もちろん「おいしさ」、「安心」、「安全」、

「健康」にこだわった商品を提供するためには、食

材原価率が高くなること、商品提供時間が長くな

ることなどのデメリットもあります。しかし他のファ

ストフードとは異なるモスバーガーのこだわりが、

ここ数年、台湾でもだいぶ受け入れられるようになっ

てきました。

核心的価値は守り、

ローカルテイストに合わせる工夫も

　一般的に、台湾では日本の商品が広く受け入れら

れており、モスバーガーも日本のヒット商品を台湾

に投入するケースが少なくありません。しかしそれ

でも台湾消費者のテイストに合わせる工夫は不可欠

です。例えば、朝食メニューのベーコンエッグバー

ガーは、日本的な感覚では、ベーコン、卵、レタス

にケチャップという組み合わせですが、台湾ではケ

チャップの代わりにピーナツバターを使用しており、

これがとても好評です。

　当社では「この部分を崩したらモスバーガーがモ

スバーガーでなくなってしまう」という核心的な部

分を除いて、その他は現地化することも必要と考え

ています。つまりモスバーガーにとって「おいしさ」、

「安心」、「安全」、「健康」等は絶対に守らなければな

らない核心的価値ですが、それ以外の部分は必ずし

も日本のものをそのまま持ってくる必要はないと考

えています。

　台湾のモスバーガーでも、台湾消費者のテイスト

に合ったおいしい商品と真心のサービスで、地域の

お客様に深く愛される店作りを続けていきたいと考

えています。
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台湾マクロ経済指標

■ジャパンデスク連絡窓口
（日本語でどうぞ）
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7月
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国内総生産額 物価年増率 (％) 為替レート
外国人投資
 (千米ドル)

貿易動向 
(百万米ドル)製造業

生産年増率
(％)年    月    別

実質GDP
（10億元）

経済
成長率(％) 総金額 日本 輸出 輸入 貿易収支 卸売物価 ドル 円

株　　価
平均指数
1966=100消費者

物價
9,559
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10,000
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4.18
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8.06
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9.35
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4.44

3.35

-1.39
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6.00
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11.54
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18.46

0.06

29.04
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3,271,747

3,575,656

210,283
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308,287

139,491

261,382

165,825
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348,284
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523,995

595,310

180,349

174,155
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684,722

608,104

725,686

25,688

3,981

7,835

29,114

26,943

12,135

17,380

39,454

46,851

63,862

352,950

99,493
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148,321

122,866
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9,825

12,613

11,457

11,260
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11,629
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13,796

14,015

11,822

13,225

140,011
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10,426
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13,187
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4.49
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5.14
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2.19

0.65

0.00

1.18
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-0.01
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0.01
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32.99
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34.70
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34.61

34.42

34.17
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0.2892 
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0.2917 

0.3051 
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7,847

4,907

5,225

5,161

4,890
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FPD台湾2004

6 月 9 日から 12 日までの 4 日間、台北世界貿易センターにて 2004 International FPD Technology Fair 2004(FPD 
TAIWAN 2004) が開催される。本フェア－では、最先端の FPD関連の製品・部品や技術が展示されるほか、各国の
FPDメーカーの台湾でのビジネスパートナー発掘を支援し、台湾 FPD産業のよりグローバルな発展を促すことを目
的とするディスプレー産業交流会も開催される予定です。
詳しい内容は FPD台湾 2004 のオフィシャルホームページをご覧ください。
http://www.fpdtaiwan.org.tw/（英語と中国語のみ）

2004 年 6 月 9 日 -11日（火－金）� AM9:00-PM17:00
2004 年 6 月 12 日（土）� AM9:00-PM16:00

台北世界貿易センター　一号館

インフォメーション・コーナー

概　要

問 合 せ

日　時

展示会場

主　催 台湾経済部工業局 CIPO (Color Imaging Industry Promotion Office)
米商斯麥半導體設備材料有限公司 (SEMI)

                Marble Lo 　( 日本語可 )
Tel: +886-2-25432268 ext:24 
E-mail: marble@itri.org.tw
http://www.display.org.tw/Japan/index.jsp(日本語版 )


